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連結決算概要 

2017年3月期 業績報告 

単位：百万円 

2 0 1 7 年 
3 月 期 

対前年 

△4,200 

△4,526 

△3,484 

△30.7 

△31.0 

△37.2 

273,217 

13,674 

9,360 

増減 増減率 

売上高 

営業利益 

経常利益 

親会社株主に帰属
する当期純利益 

対計画 

△266 

+174 

+265 

+176 

99.9 

101.9 

102.7 

103.1 

増減 達成率 

14,592 

2 0 1 6 年 
3 月 期 

△15,483 △5.7 257,734 

9,474 

5,876 

10,065 
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連結決算概要 

 BPOの大型案件が想定よりも速いペースで縮小 

 新サービス（EFMS）の当期業績への貢献が限定的 

 香港市場における低差益案件の見直しや為替の影響 

2017年3月期 業績の概況 

 大型案件の売上減に伴う利益減の影響 

 IT分野における開発費の増加（市場拡大を見据えた先行投資） 

 マイナス金利政策による金融機関の収益への影響 

 IT化・ネットワーク化の進展による紙媒体の需要減 

 企業の経費削減の徹底や競争の激化 

経営環境 

売 売上面 

利益面 
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連結決算概要 

事業別業績 

印刷事業 

海外事業 

商品事業 

ICT事業 

2016年3月期 
売上高 

2017年3月期 
売上高 増減 

営業利益 

257,734 273,217 合計 

単位：百万円 

△15,483 

173,380 185,805 △12,424 

50,584 51,691 △1,106 

15,857 14,656 1,201 

17,911 21,063 △3,152 

△6.7% 

△2.1% 

8.2% 

△15.0% 

△5.7% 

対前年 

増減率 

9,474 
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 継続的な低差益案件の見直しなどによりオフィスサプライや事務機器関連の売上は
減少したものの、高付加価値商品の拡販に加え、仕入先や販売価格の見直しなどに
より収益性は向上 

 システム運用受託は、需要に応じた付加価値の高い技術領域への拡大を図り増加 

 ビジネスフォームは、電子化に伴う需要量の減少や、製品仕様の簡素化に伴う単価
ダウンなどにより減少 

 DPS・BPOは、全体では堅調に推移したものの、マイナンバー関連や一部得意先
における大型案件の縮小などにより減少 

 製造コストの削減は順調に推移したものの、新規案件取り込みのための開発強化に
伴う先行的なIT費用の増加などもあり、収益性は低下 

事業別の概況 

連結決算概要 

印刷事業 

 カードおよび関連機器の他、製造業や医療分野のICタグ、スマートフォンを活用
したソリューション、電子マネー決済関連の貢献などにより大幅に増加 

 アジア各国の景気減速や円高の影響に加え、香港市場の商品分野において実施した
低差益案件の見直しなどにより減少 

印刷事業 商品事業 

印刷事業 ICT事業 

印刷事業 海外事業 
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連結決算概要 

13,674  

9,474  

4,600  

600  
1,000  200  

2,300  

100  

 DPS、BPO、ICTは順調に推移したものの、マイナンバー関連を含む大型
案件の売上減をカバーできず 

 コストダウンは計画通りに推移したものの、先行的なIT費用や販管費など
のコストアップ要因が発生 

2016年3月期 

その他 
単価 
ダウン IT費用増 

4,200百万円減 

単位：百万円 

売上減 

2017年3月期 

営業利益の増減分析（実績） 

コスト 
アップ 

コスト 
ダウン 
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経営方針 

2018年3月期  
経営方針 
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経営方針 

事業環境 

デジタル化 
の進行 

第四次産業革命 
の到来 

マイナス金利 
政策の影響 

働き方改革 
の推進 

FinTech、AI、IoTなどの登場
により、金融や製造をはじめ
さまざまな業界でビジネスモ
デルの変革が急務に 

金融機関の収益に下押し圧力 
として作用し、経費削減の徹底 
や、一層のアウトソーシング化 
の検討が進行 

ワークスタイルの変革に 
向けた制度・体制の拡充が 
企業の責務に 
アウトソーシング市場 
においては追い風 

ビジネスフォームを含む 
紙媒体は依然として縮小傾向 
新たなビジネス需要の創出 
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経営方針 

基本方針 

デジタルハイブリッドの加速と新たな価値の創造により、 

インフォメーションマネジメント企業として、 

社会から信頼されるブランドを確立する。 
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経営方針 

事業ポートフォリオの再構築 

DPS 

デジタルソリューション 

BPO 

ビジネスフォーム 

新規他 

デジタルハイブリッド事業 

ペイメントサービス 

システム運用受託 

RFID 

カード 

新規他 

ITイノベーション事業 

情報機器 

開発商品 

新規他 

ビジネスプロダクト事業 

タイ 

香港 

シンガポール 
グローバル事業 

新規・新地域他 

BPO 

ビジネスフォーム 

DPS 

一般印刷 

印刷事業 

RFID 

カード 

NFC 

デジタルソリューション 

ICT事業 

開発商品 

NFC 

情報機器 

サプライ 

商品事業 

香港 

シンガポール 

タイ 

中国 

海外事業 

成長余地の大きい分野へ経営資源を集中 

システム運用受託 
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2017/3 2020/3

400億円増 

経営方針 

事業別戦略：デジタルハイブリッド事業 

案件 売上 

 企業における帳票の運用管理を紙と電子の両面からトータルに
サポートする「EFMS（Enterprise Form Management 
Service）」の本格的な拡販に注力 

 EFMSの展開により、新たなアウトソーシング需要を創出 

業界 今後の市場環境 ターゲット案件 

銀行 
・ 
保険 
・ 
証券 

 ・マイナス金利政策の影響   
    によりアウトソーシング 
    需要増 
・法制度改正に伴い、新たな 
 事務業務の発生 

・保険契約・保全事務 
・保険金給付事務 
・マイナンバーの取得・保管 
 事務 

製造  ・電子化の加速 
 ・請求書や社内帳票などの 
  発送・配信・保管業務 

自治体 
 ・電子行政の加速による事務  
  業務の変化 

 ・マイナポータルと連動した  
  事務局運用業務 

EFMSのターゲット 

専門性の高い事務業務の攻略 

EFMSの推進により3年間で400億円の売上増を目指す 

400億円の内訳 

DPS・デジタルソリューション領域 150億円             

BPO 領域       250億円 
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経営方針 

事業別戦略：デジタルハイブリッド事業 

 新たな技術の導入により自動化・機械化を促進し、業務効率の
向上を図り収益力を強化 

AI活用 

従来 

エントリー 

人手をAIに置き換えることで人件費を削減 

エントリー 

突合 データ化 

AI 

エントリー 

突合 

安定的収益創出の基盤確立 

BPO業務の効率化 

受付 ｽｷｬﾆﾝｸﾞ 入力 審査 コール 

BPM 

プラットフォーム 

AIによる業務効率改善を推進 

・各拠点間で作業分散することで、生産性の向上とBCPを強化 

・複数案件の進捗をプラットフォーム上で管理し、管理工数を削減 

データ化 

日野 仙台 
その他

各拠点 

（Business Process Management) 
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経営方針 

事業別戦略： ITイノベーション事業 

電子マネー決済額の実績と予測 

（億円） （兆円） 

出典：野村総合研究所「ITナビゲーター2017年版」 

10.4 

 低コストで導入できるクラウド型の電子マネー決済プラット
フォーム「シンカクラウド」は、楽天ペイ（実店舗決済）の他、
衣料品販売チェーンなどの大型案件を複数受注 

 POSレジやマルチ決済端末などのハードベンダーとの協業など、
成長する電子マネー市場においてさらなる拡販を推進 

FinTechへの取り組みの強化 

ペイメントサービスの業績見通し（連結） 
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売上 

営業利益 
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チップレスタグ 

電波 

反射波 

リーダー アンテナ 

・ICチップを用いず、 
 アンテナパターンで識別 
・アンテナを印刷で形成 

経営方針 

事業別戦略： ITイノベーション事業 
IoTソリューションへの取り組みの強化 

 自動車メーカーでのICタグや電子ペーパーラベルの採用実績※を
皮切りに、製造・医療・物流分野への拡販を加速 

 IoT社会実現に向け課題となっているICタグの低価格化に向け、
プリンテッドエレクトロニクス（PE）を応用したセンサーや
チップレスタグなどの新たな技術の開発を推進 

通常のICタグ 

電波 

個別信号 
（ID） 

リーダー アンテナ 

ＩＣチップ 

・ICチップで識別 
・アンテナをエッチングで形成  

通信の仕組み 

個々に異なる 
アンテナ 
パターンで 
IDを判別 

製造費用 

              通常のICタグとチップレスタグの違い       

※トヨタ自動車流通情報改善部さまでICタグ、本田技研工業さまで電子ペーパーラベルが採用 

圧倒的な低コ
スト化を実現 

特徴 特徴 
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経営方針 

 法制度改正やインバウンドなどの市場ニーズを捉え、 
 オリジナル商品を早期開発・拡販し収益力を確保 

 

PASiDscan 

呼出機 
電子記帳台 

キャッシュカード 
リーダー・ライター 

事業別戦略： ビジネスプロダクト事業 

高付加価値商品の拡充 

本人確認書類真贋判定機のPASiDscanをきっかけ

に、顧客ニーズを捉えた関連機器をトータルに提案 
高機能保冷剤「メカクール」と無線通信技術を融合させ、

輸送品質厳格化に対応するソリューションを展開 

情報機器関連の取り組み事例 開発商品関連の取り組み事例 

DB 

クラウドサーバー 

温度ロガー 
「オントレイシス タグ」 
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経営方針 

事業別戦略： ビジネスプロダクト事業 

営業活動の効率化を推進 

一般事務用品の販売 

Ｗｅｂ購買管理ソリューション  オータスカリPro 

特注製品の販売 

予算の管理 

提供するサービス 主な機能 

製品・商品の販売／サービスの提供 

得意先 

企業 

事務所 

部署 

グループ 

利用者 

利用者 

利用者 

 機能を拡張したWeb購買管理サービス「オータスカリPro」の
提供を開始し、得意先の購買業務改善をサポートすると同時に、
ビジネスフォームと消耗品の販売効率の向上を図る 
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経営方針 

事業別戦略： グローバル事業 
既存事業の拡充と新たな事業基盤の構築 

 タイ・香港・シンガポールのさらなる深耕に加え、高い成長性が
見込まれるASEAN諸国などを中心に事業拡大を推進 

タイ 
・ラベル製造への新規参入 

・販売エリアの拡大 

香港 
・BPO事業への本格参入 

・ビジネスプロダクト事業の収益性改善 

シンガポール 
・カラープリンター導入による差別化 

・デジタルソリューションの推進 

ベトナム 
・現地法人の設立 

・投資を伴うIT領域への参入 

スリランカ 
・設備投資による生産能力向上 

・教育関連DPSへの参入 

マレーシア 
・投資による事業基盤の強化 

ミャンマー 
・システム人材の育成 
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経営方針 

新事業・新サービスの創出・育成 

社会動向を見据えた新たな取り組みを推進 

 個人情報保護法の改正に伴い新たなビジネスチャンスが拡大 

 「VRM」のビジネス基盤を構築し、まずはスポーツやヘルスケア
分野をターゲットに展開 

CRM 

（Customer Relationship Management） 

VRM 

（Vendor Relationship Management） 

自社保有データに基づきニーズを

推測してプロモーション活動 

企業 消費者 

ニーズがマッチすれば 

購買行動 

消費者 企業 

パーソナル
データ 

顧客 
データ 

必要な企業に対して 

必要なパーソナルデータ 
許諾を得た 

パーソナルデータ 

生活者が求める 

サービス 
自身が求めていた 

サービス 

企業が消費者の情報を管理し

消費者の関係をコントロール 

消費者が自身の情報を管理し 

企業との関係をコントロール 

企業主導 消費者主導 

分析・推測による 

レコメンド 

パーソナルデータ・要望 

最適なサービス 

当社の展望 

・消費者と複数

企業をつなぐプ

ラットフォーム

の構築と運営 

・パーソナル

データの管理、
利活用から収益

を得るビジネス
モデルを想定 

CRMとVRMの違いと当社の展望 
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経営方針 

新事業・新サービスの創出・育成 

投資先企業との連携強化 

 アスコエパートナーズ 
 2016年6月に資本・業務提携 
 行政サービス関連コンテンツの開発支援に強み 
 同社が開発するサービスの民間企業への拡販、子育てや 
    高齢者、防災関連の自治体業務効率化モデルの構築を推進 

 
 

 Cogent Labs（コージェント ラボ） 
 2017年3月に資本・業務提携 
 手書き文字に留まらず画像や音声などの情報も 
    知覚できるなど、幅広いAIに関する技術を保有 
 トッパンフォームズが培ってきた業務経験や技術、
ノウハウと組み合わせることで、新たなビジネス
基盤の確立に向けた取り組みを推進 

https://www.asukoepartners.co.jp/
https://www.asukoepartners.co.jp/
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経営方針 

構造改革 

収益力強化に向けた取り組みを推進 

 グループ会社の再編により、経営資源の有効活用と経営の
効率化を推進 

 生産拠点のさらなる集約に着手 
 首都圏、関西に続き東海エリアの拠点集約を開始 
 集約効果は10億円を見込む 

 業務効率化による生産性向上に向けた取り組みを加速 
 業務・システム基盤の抜本的な改修を検討 
 モバイル端末や営業活動支援システムの導入などによる
営業部門の事務効率化を推進  導入効果：5億円 

 売上高総人件費率マネジメントによる適正人員管理の徹底 
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経営方針 

働き方改革の取り組み 

社員のパフォーマンス総和の最大化 

 健康経営を推進し、社員のこころとからだのウェルネスを増進 

 労使間のコミュニケーション活性化を通じた 
    ワークスタイルの変革 

 ダイバーシティ＆インテグレーションの充実による、 
国際化・高齢化への対応 

事例：TFO※における海外からのIT人材の受け入れ 

受け入れ後の研修風景 

•国内のIT市場における人手不足が顕著とな

るなか、案件対応力と競争力の強化のため、

海外からの人材受け入れに着手 

•ベトナム最大手のIT企業FPTソフトウェア

の日本法人と提携し、同社グループがベト

ナム現地で採用したIT人材の受け入れス

キームを構築 

※トッパンフォームズ・オペレーション 
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今後の見通し 

今後の見通し 



2017年3月期 決算説明会資料 

22 

今後の見通し 

2018年3月期 業績見込み 

単位：百万円 

経常利益 

営業利益 

売上高 

2 0 1 7 年 
3 月 期 

2 0 1 8 年 
3 月 期 

対 前 年 

270,000 

11,000 

11,500 

6,500 

+1,525 

+623 

16.1％ 

10.6％ 

増 減 伸 率 

+12,265 

+1,434 

4.8％ 

14.3％ 

257,734 

9,474 

10,065 

5,876 2.4 

4.1 

4.3 

2.3 

3.7 

3.9 

親会社株主に帰属 
する当期純利益 
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9,474  

11,000  

500  

1,300  

200  300  
200  

26  

2017年3月期 

単価ダウン 

その他 

コスト 
ダウン 

コスト 
アップ 

1,525百万円増 

単位：百万円 

売上増 

2018年3月期 

今後の見通し 

販管費 
削減 

営業利益の増減見通し 
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今後の見通し 

事業投資への考え方 

 2018年3月期～2019年3月期に300億円規模の事業投資を実行 
 国内は業務改革コンサルティング、システム開発、デバイス 
開発、コールセンターの分野など 

 海外はASEANおよび香港におけるシステム開発、DPS・BPO
関連の分野など 

 事業投資により、30億円の利益創出を目指す 

２０２０年３月期 ２０１８年３月期 ２０１９年３月期 

事業投資・構造改革 

投資金額 ３００億円 
３０億円 

利益創出目標 
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今後の見通し 

年平均成長率 

（CAGR） 

+9.5% 

+3.8% 

+8.7％ 

+2.6％ 
178,906  182,500  189,500  193,500  

29,211  
33,000  

35,500  
37,500  

31,706  
34,500  

33,500  
35,500  17,911  

20,000  

21,500  

23,500  

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

2017年3月期実績 2018年3月期計画 2019年3月期計画 2020年3月期計画 

デジタルハイブリッド ITイノベーション ビジネスプロダクト グローバル （百万円） 

257,734 

270,000 
280,000 

290,000 

3カ年の見通し（売上高） 
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今後の見通し 

（百万円） 

9,474  

11,000  

12,500  

14,000  

3.7% 
4.1% 

4.5% 
4.8% 

0.0%

5.0%

10.0%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

2017年3月期実績 2018年3月期計画 2019年3月期計画 2020年3月期計画 

営業利益 

（左軸） 

営業利益率 

（右軸） 

3カ年の見通し（営業利益） 
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参考資料 

参考資料 
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2016年3月末 増減 

224,357 

169,220 

6,200 

△4,254 

+3,435 

+2.8p 

228,611 

165,784 

総資産 

純資産 

自己資本比率 71.6% 

2017年3月末 

総資産および純資産 単位：百万円 

74.4% 

                                        

2016年3月期 増減 

10,957 

△8,615 

6,200 

△3,404 

△3,148 

+8 

14,362 

△5,467 

営業CF 

投資CF 

財務CF △2,831 △2,822 

現金同等物 △574 59,494 58,919 

参考資料 

2017年3月期 

財政状態・キャッシュフローの状況 

キャッシュフローの状況 単位：百万円 
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設備投資と減価償却費 

 設備投資実績 

  6,281百万円（年間11,000百万円の計画） 

 減価償却費実績 

  8,998百万円（年間9,600百万円の計画） 

 2017年3月期における主な設備投資 

 バリアブルプリンターなどの生産設備 

 事業基盤整備のためのITシステム設備投資 

 海外拠点における設備投資 

参考資料 

22億円 

8億円 

4億円 

設備投資・償却の実績 
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設備投資と減価償却費 

 設備投資 

  9,000百万円（事業投資を除く） 

 減価償却費 

  9,000百万円 

 2018年3月期における主な設備投資予定 

 デジタルハイブリッド事業におけるバリアブル 
プリンターなどの生産設備関連 

 製造拠点の再編 

 ITイノベーション事業における基盤整備・生産 
設備 

 経営管理最適化のための情報システム基盤の整備 

 海外拠点における設備投資 

53億円 

設備投資・償却の見通し 

参考資料 

16億円 

8億円 

7億円 

6億円 
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シンカクラウド採用事例一覧 

参考資料 

企業名 発表日 利用シーン 

楽天Ｅｄｙ株式会社 
株式会社楽天野球団 

2014/4 
楽天Koboスタジアム宮城の観客席 
（スマートフォンでの決済） 

釧路ポイントカード事業協同組合 2015/1 釧路ポイントカード事業協同組合の加盟店での店頭決済 

株式会社ヨドバシカメラ 2015/10 ヨドバシカメラでの店頭決済 

全日本空輸株式会社（ANA) 2016/1 ANAが就航する国内53空港に設置された自動チェックイン機 

株式会社mammaciao 
（旧 株式会社エムアイエス） 

2016/1 コインランドリーでの無人決済 

福岡市 2016/4 福岡市営渡船の窓口7カ所 

株式会社コナミアミューズメント 
(旧 コナミデジタルエンタテインメント) 
株式会社セガ・インタラクティブ 

2016/10 アミューズメント施設での無人決済 

株式会社サッポロドラッグストアー 2016/10 ドラッグストア「サツドラ」での店頭決済 

楽天株式会社 2017/2 楽天ペイ（実店舗決済）の電子マネー決済 

株式会社セガ・インタラクティブ 2017/2 アミューズメント施設向けのマルチ電子マネーチャージ機 

※ニュースリリースにて発表している案件のみ掲載 

企業名 時期 利用シーン 
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アスコエパートナーズについて 

参考資料 

誤りのある箇所 

本来の文章 

 社  名 株式会社アスコエパートナーズ 

 事業内容 行政向けサービス情報提供、システム・DB・サイト構築など 

 特  長 独自の行政サービスコンテンツDBを保有 

       多くの自治体へサービス導入実績有 

対
官
公
庁
・
自
治
体 

企業向け行政コンテンツ提供 

 『タウンレポート』『ジモトク』の提供 
   

官公庁・自治体向けサイト構築支援 

 『ユニバーサルメニュー』の導入支援 

UM 
DB 

アスコエ 
行政サービスコンテンツDB 
『ユニバーサルメニュー』 

官公庁・自治体向けサイト・アプリ提供 

 『子育てタウン』アプリの提供 
（115自治体と協定済） 

対
企
業 

 BtoC事業も展開予定 

全国802市、人口カバー率92%の 
子育て・シニア制度に関する 

データを収集済み 

(2016年2月現在） 

アスコエパートナーズの事業展開領域 
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Cogent Labsについて 

参考資料 

誤りのある箇所 

本来の文章 

 社  名 株式会社Cogent Labs（コージェントラボ） 

 事業内容 最先端の人工知能研究・開発とその関連ソリューションの提供 

 特  長   さまざまな用途へ活用可能な応用領域の広いAI技術を保有 

                     今後手書き文字認識に加え、品質管理や音声処理などの領域で 

       AI技術を応用したサービス開発を予定 

手書き文字認識 

品質管理 

音声処理 画像診断 

金融時系列データ分析 
Cogent Labs 

Perception 

Technology 

Cogent Labsが保有するAI技術の応用予定領域 
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Cogent Labsについて 

参考資料 

誤りのある箇所 

本来の文章 

※この文書には5種の異なる筆跡が含まれています。 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

Tegaki 他社OCR 

99.22％ 

75.94% 

手書き文字認識サービス「Tegaki」の認識率調査 
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Cogent Labsについて 

参考資料 

【Tegakiによる読み取り結果】 【他社OCRによる読み取り結果】 

誤りのある箇所 本来の文章 

「Tegaki」認識率調査 読み取り結果 
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将来見通しに関する記述についての注意事項 

本資料における業績予想および将来予測に関する記述は、 

現時点で入手された情報に基づき当社が判断した予想であり、 

今後の事業環境により、実際の業績が異なる場合が 

ありますことをご承知おきください。 


